
大型国際会議場をすすめ、１人 9,900 円の国保料引上げの幸山市政 

政令市一の「重い負担」国保料引下げを！！ 
 3月3日、益田牧子議員は、国保料引き

下げ等いのち・暮らしを守る問題を中心に

一般質問を行いました。 

今でも政令市と比べ、一番負担が重い

国保料（右図参照）に、約５万人の『国保

料の引き下げ』を求める署名が寄せられ

ています。ところが、幸山市長は、今年 4

月から、1人9900円の国保料引上げを提

案。益田議員は、国保料引上げをストップ

し、払える保険料への引き下げを求めまし

た。幸山市長は、「国保制度を維持するた

めに、計画通り、改定を行う」と市民の願い

に背を向け冷たい答弁を繰り返しました。 

市長は県単位「国保広域化」を歓迎 

民主党菅政権は、『県単位の広域化』

方針を打ち出しました。一般会計の繰入を

なくし、国保料は更に引き上げられます。 

幸山市長は、「国民健康保険の広域化

については国保財政の安定化につながる

ものと期待している」と答弁。市民負担増

の「広域化」を歓迎しています。 

  

 

『子育て減免』など保険料軽減を！ 

赤ちゃんは、医療費は無料でも、国保料

は、3 万 5700 円の負担増が発生します。益

田議員は、霧島市や愛知県一宮市が実施し

ている子どもの保険料軽減、あんま・鍼灸助

成は、45 回を３０回に削減せず、60 回に戻

すこと、特定検診無料化を求めました。市長

は、何れも現行通りと答弁。市民の健康より、

「財政健全化」を優先させる答弁でした。 

短期保険証の無保険状態の解消実現へ 

09 年度は短期保険証交付世帯中、8546 世帯が無保険状態でした。

10 年度は、1999 世帯へと減少。11 年 2 月 4 日に、全ての世帯へ郵送

し、無保険状態がなくなりました。10年ぶりの見直しにより、3ヶ月証がな

くなり、6 ヶ月証に一本化されます。益田牧子議員は、資格証明書は、発

行ゼロの広島市・さいたま市のように、滞納者と直接面談の後でなけれ

ば発行しないよう求めました。 

「うんちカード」活用で「胆道閉塞症」の早期発見を！ 

胆道閉塞症の早期発見・早期治療に 1 ヶ月健診のときに、赤ちゃんの

便の色でチェックする「便色調カラーカード」（うんちカード）が大きな役割

を発揮しています。熊本市でも「うんちカード」の活用を要望しました。「活

用について研究する」ことになりました。 
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所得に占める国保料割合の政令市比較（09 年） 
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身の丈にあったコンベンション誘致を！ 
国際コンベンションの約7割が300人以下 

幸山市長は、「桜町の再開発に、国際水

準の大規模なコンベンション施設」整備を

進める予算を提案。益田牧子議員は、「国

際会議統計では、300人以下が約7割を

占め、2,000人以上は、７％に過ぎず、会

議場も上位10会場のうち、7会場を東京

大、九州大、京都大、名古屋大など大学

が占めている」と指摘しました。 

多くの政令市は、都市間競争に勝つた

めにと、港湾、駅前開発、会議施設などの

大型ハコ物を作り、利用者数は低迷し、借

金は増え、財政を圧迫しています。 

仕事おこし「住宅リフォーム助成」を要求 
県下では、多良木町、天草市、山鹿市が予算化、熊本市でも！ 

『内需をあたため、地域でお金と仕事を回す』リフォーム助成制度が全国の

180 自治体に広がっており、「市長のやる気だけだ」と幸山市長に実現を迫りま

した。市長は、「公金を投入する事業である以上、個人資産形成に直接つなが

る。政策目的に沿った助成に限り実施してきた」と、これまでと同じ答弁を繰り返

しました。しかし、日本共産党の市田書記局長の代表質問に、菅首相が、「既存

ストックを活用することにより、国民生活の基盤である住宅の質を向上させると

共に、住宅市場を活性化させる観点から住宅リフォーム助成は、極めて重要だ

と考える」「社会資本整備総合交付金を活用することができる」と答弁しており、

「個人資産形成」が理由にはなりません。また、約 2 億円の介護保険住宅改修

制度は、限度が 20 万円であり、補助率は 9 割と高いため、経済波及効果は少

ない制度です。 

3 月議会には、熊本民主商工会や熊本県建築労働組合東部・西部支部から

も、緊急経済対策として、「住宅リフォーム助成制度」の創設を求める陳情が出

されており、引き続き実現に向けてがんばります。 

公共施設での受動喫煙防止の推進を！ 

１１年度から動植物園は「施設内禁煙」スタート 

 

小４以上、中学校の普通教室ストーブ設置を！ 
政令市の京都市、川崎市、京都市、広島市は、エアコン設置 

 

益田議員は、採算の見通しもない

まま、進めるのでなく、県や熊本大

学などとも連携し、身の丈にあった

コンベンション誘致を求めました。 

益田議員は「健康都市宣言」にふさ

わしく、公共施設、とりわけ学校におい

ては、敷地内禁煙を求めました。 

本庁舎の施設内禁煙は、政令市で

は、大阪市、堺市、広島市、北九州市

で実施されており、仲間入りする熊本

市でも実施を要望しました。 

熊本市は、「政令市移行」までに、す

べて「施設内禁煙」とする方向であり、

学校等教育施設では、「敷地内禁煙」

に取り組むことを表明しました。 

校種 施設数 敷地内禁煙 

実施校数 

施設内禁煙 

実施校数 

幼稚園 ８園 8 園 

（100％） 

8 園 

（100％） 

小学校 92 校 22 校 

（23・9％） 

92 校 

（100％） 

中学校 42 校 4 校 

9.5％ 

42 校 

（100％） 

高校 2 校 0 校 2 校 

（100％） 

 

学校施設における敷地内禁煙の実施状況 

子ども達は、冬は寒く、夏場は暑い環境

で学習しています。政令市では、エアコ

ン設置が 4 市、ストーブ設置が北九州

市など11市です。熊本市では、80年に

体力つくりの一環として、小中学校のス

トーブが撤去。92 年に、「耐寒能力を向

上させる場と学習の場は切り離す必要

がある」「寒さや手のかじかみなどに気

持ちを奪われることなく、安心して学習

に取り組める環境を整えることが望まし

いとの答申があり、小学 3年生までの教

室に再度ストーブが設置されました。 

 

益田議員は、「20 年前の設置基

準を見直し、小学 4 年生以上と中学

校へのストーブ設置は、1 億 3 千万

円で済む」とストーブ設置を要望。 

人吉市のように、エアコン設置を

計画的に進めるよう求めました。 

小中学校へのエアコン・ストーブ設置状況 

種類 政令市名 

エアコン さいたま、川崎、京都、広島 

ストーブ 札幌、仙台、千葉、横浜、相模

原、新潟、名古屋、大阪、堺、神

戸、北九州、福岡（小のみ 5校） 

 

規模別 件数    ％ 

100 人以下 571 26・9％ 

100～199 人 547 25・8％ 

200～299 人 300 14・1％ 

300～399 人 399 8・6％ 

2,000 人～ 150 7・1％ 

「国際会議統計」2009 年度より 




